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１ は じ め に
今, 日本の博物館の世界は激動の世界に入っている。もちろん, 博物館の世界だけがそう
ではなく, 日本経済そのものが戦後からの復興, 高度経済成長期を経て, バブル期の浮かれ
た熱のツケを払い, そして現在次なる経済の安定的な発展に向けて, 諸改革を進めていると
いうのが現状だろう。しかし, そのツケは相当に大きく, また次なる発展への展開もそう簡
単ではない。現在の日本は衰退の時代に入ったという識者もいれば, 経済的な覇権をアメリ
カに代わって握るという考え方の者もいる状況で, あまりに激しい変化の為, 的確に時代を
読むことが出来なくなっていると言っていいだろう。そのような日本の社会において状況を
打開するため, 様々な改革が試みられているが, これを博物館の側から見れば, 筆者は小泉
改革による現在の諸制度改革が博物館から望んだものではなく, 前述の社会からの要請によ
って進められ, 社会全体の改革ゆえに博物館にも当てはめられているもので, 必ずしも博物
館をよりよくするという観点から提言された制度改革とはいえないことを様々な機会で述べ
てきた1)。そして今回, 大阪府の橋下知事による府立の公共施設, 特に博物館の統廃合問題
という博物館運営の上で深刻な問題が発生している。特に昨今の改革では橋下知事が進める
ように, 文化を切り捨てることがトレンドのようになっている。この改革の中で, 当初の橋
下知事の ｢お金ができれば, またつくればいい｣ といった発言を聞いていると「博物館」と
いうものがいかに理解されていないか, またそれらの発言に対する府民の態度を見ていてる
と博物館と府民との間がいかにかけ離れた存在であるかが分かる。また, この様な状況下で,
2008 (平成20) 年６月に博物館法の改正が行われた｡
今回の博物館を支える制度への諸改革にしても, 博物館法の改正論議にしても, 我々博物
館学の業界にも大きな問題があるようにも思える。これまで十分に博物館法への問題意識を
もち, 常に改正への準備を怠りなく行ってきていたら, 今回のような「泰山鳴動してねずみ
一匹」的な法改正の結果にも終わらなかったのではないかと思う。これまで我々は潮時にな
ってきたら, 改正への提言が出来る状態にしてきただろうか。所詮, なにをしても法は変わ
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1) 『博物館の整備に関する法制度について』(兵庫県博物館協会での講演 於 兵庫県立美術館
2006年２月15日）など。
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らないという諦めにも似た状態で終始してきたのではないだろうか。法とは時代の必要に応
じて手直しされるべきものであり, 常に手直し, 見直しを図る努力を怠ってはならないので
ある。それゆえ, 今後もこの努力を怠ってはならず, だからこそ, 今回行われた博物館法改
正の問題は終わりではなく, 常に「これから」を考えなければならないのである。
更にここ数年の博物館をとりまく諸制度の改革, 特に小泉改革による民間への開放が目指
される方向になって, 国, 地方自治体が設置, 運営してきた行政による博物館もまた民間に
委ねられることになってきた。指定管理者による公立博物館の運営の問題について博物館学
関係の学会等でも取り上げられたが, その中でもうひとつ小泉内閣が手を付け, その後の安
倍, 福田内閣に受け継がれている大事な改革がある。それが公益法人改革である。この公益
法人改革は2008 (平成20) 年12月より実施されるが, 明治以来の公益法人制度のゆがみを是
正すべく, 改革が行われた分野になる。問題点としては博物館を運営する「財団法人」を含
む, いわゆる「公益法人」の許可が主務官庁の裁量に委ねられており, 官僚の天下りの温床
になっていることが問題になったことや阪神淡路大震災をきっかけとして成立した NPO法
（特定非営利活動促進法）とのすみ分けの問題もあって, 長年の懸案となっていた。そのよ
うな問題等を解消すべく今回改正されることになったのである。ただし, NPO法人につい
ては新しい公益法人制度には統合されず, そのまま維持されることとなった。改正点は法人
格の取得には官庁の裁量が入らぬよう, 法律に定められた要件を満たしていれば法人格が取
得できる準則主義になったこと, 現行法であれば法人格取得と同時に税制の優遇措置が得ら
れたが, 新法では基本的に原則課税することとになった。ただし, 法人の活動に公益性が認
められれば, 税制の優遇措置が受けられるという現在の「特定公益増進法人」(いわゆる
「特増法人｣）と同様の措置をとることになったのである。このように改正が決まった新制
度に対して, 博物館側からの視点で見ると筆者には素朴な疑問があった。一見, 博物館の側
からすれば, 博物館の活動は当然に「公益性」をもっており, それを運営する公益（財団）
法人には税制優遇が当然適用されると博物館関係者が思っていることである。本当にこれま
で行ってきた活動が「公益性」をもつと自信を持って言い切れるのだろうか, ということで
ある。本当に博物館には「公益性」があるのか？ という疑問が筆者の中で湧いた。そして
博物館に「公益性」があるのならば, その「公益性」の中身は何なのか？ どういうことが
この博物館の中にあれば, 博物館の活動に公益性がある, と言い切れるのだろうか？ また
日本のミュージアムの約７割は地方公共団体立の公立博物館であるといわれる。設置主体が
国や自治体などの行政によるから, 短絡的に公益性がある, といえるのだろうか。そういっ
た問題関心を筆者は持った。そして図書館界における「図書館の自由」を知ったのである。
図書館は国民・地域住民の「知る権利」を図書館は守り, それを守るために国や自治体と闘
ってきた歴史がある。一方で博物館側はどうだろうか。もちろん, 図書館と博物館はその機
能や役割が異なるところもあり, 一概に一括りできないものである。しかし図書館と同様,
国民の ｢知る権利｣ を保障する機関としての役割は持っており, 単に骨董的価値のもの・コ
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トを保存するためにだけ存在しているわけではあるまい。それらの資料を保管し, 国民がそ
れらの資料にアクセスできる, ｢知る権利｣ を保障するものとなっていなければ, 国民のた
めに存在する, 公益性のある機関とは言えないのであるまいか。今日の社会において, 博物
館の存在意味とは何なのか, それを「博物館の自由」という考え方を通して考えることにし
たい。
そこで次章では博物館学の研究者のうち, 新井重三が積極的に「博物館の自由」について
発言してきたことを踏まえ, 今後の博物館法改正の前提として「博物館の自由」を取り入れ
た改正の必要性を考えるため, 新井の論考を整理することに主眼を置く。
２ 「博物館の自由」と ｢博物館の自治｣
① 「博物館の自治」の発見
そもそも本稿の始まりは筆者が学部・修士と法律学の出身であることから, ‘博物館(学)’
を法律学の見地から見るとどのようなことが言えるのかを考えることから始まった。大学院
生時代, 旧版の博物館学講座を読み, 新井重三の執筆部分の中で出てきたのが「博物館の自
治」であった。しかしこの「博物館の自治」という言葉が出てきても, それがいったいどの
ように組み立てられた理論なのわからず, 困惑したものであった。内容としては「大学の自
治」に準拠したものであることは推測できたが, 法律学の中ではそれまで聞いたこともない
概念であり, 法律学, 特に憲法学や行政法学で, このような概念を習った覚えもなければ,
テキストにも書いていなかった。また新井氏の該当部分以外には, それを定義した資料を探
してもほとんどない状態であった。しかし, 数少ない博物館法の注釈書を書いた稗貫の『文
化・学術法』の博物館法の該当部分を読んで, 多少の推測することはできた。稗貫は「博物
館事業と「博物館の自由｣」と題した上で, この「博物館の自由」という用語の注として,
この新井の「博物館の自治」についての該当箇所を引いている (313頁)。そして「博物館資
料の収集, 保管, 展示, 調査研究は, それ自体専門的な事項であり, とりわけ一般公衆との
関係における展示は教育文化的機能を有し, 保管, 調査研究は学術的性格を有するのである
から, 当然, 専門職員集団の自立的権限が確保されていなければならない。その権限は, 博
物館条例に明記されるべきことは……(筆者中略)……述べたが, それがそのまま「博物館の
自由」の法的根拠とされる」としている。そしてその後,「博物館における調査研究機能に
ついては, 資料の保管(育成)と展示に即したものと, それとは独立して行われる研究とがあ
るが, 少なくとも前者の調査研究機能は専門職員集団により担われ, 博物館の自由の内容を
構成するものとなる。後者の調査研究は, むしろ, 憲法23条の学問の自由の保障にかかわる
分野としてとらえてゆくべきものであり,その点で図書館とは異なるものと考えられる (314
頁)」としている。
ただ稗貫の「博物館の自由」の考え方は半世紀以上, 取り組まれてきた図書館側からの
「図書館の自由」を踏まえたうえでのものであり, 博物館と図書館は兄弟関係にあるとして
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も, 博物館学の中での議論を十分に踏まえられていないように感じられたので, 今一度博物
館学の論考から「博物館の自由」について検討してみる。
② 新井重三の「博物館の自治」論
それでは具体的にこれまでの「博物館の自治」ないし「博物館の自由」という観点からの
博物館学の研究はどのように行なわれてきたのだろうか。十分に博物館学界の中での議論を
網羅できているとは言いがたいとは思うが, 数多くの研究者の中ではやはり新井重三の論説
が「博物館の自由」を考えるのに必要な論説の大きな部分を占めているように思う。この新
井の博物館論を本節では取り上げ,「博物館の自治」がどのように考えられてきたかを分析
してみたい。
新井の博物館論は旧版の博物館学講座, ほとんどが１巻, ３巻, ４巻の中で多くのことが
書かれている。これらの新井の論考を読み進めていくと, 新井は「博物館の自由」という用
語は一切使っていない｡「博物館の自治」で一貫している。まず第１巻の「博物館学総論」
の中で, 博物館の理想の運営形態として「個々の博物館の上位組織体が, 博物館を管理する
ことは当然のことのようにも思われるが, できるだけ館長に権限を委譲していき, 館長は博
物館の自治を認め育てる姿勢で運営するのが望ましいのではないだろうか（１巻28頁)」と
記している。これは国立, 公立, 私立, どのような設置者であろうとも, 博物館が自立的組
織として設置され, 博物館が自立的に事業を行なえるようにと考えたものであろう。館長が
配慮すべき要素として, なるべく博物館を自治的な集団にするべく, このように主張してい
る。しかし, 日本の公立博物館の館長の多くが, 自治体内の学校の校長が定年前の数年を送
るための椅子として勤務していることが多い現状では, 事なかれ主義で仕事を行なう館長に,
行政内での摩擦を起こすようなことは起こせない現実がある。それゆえ教育委員会内での人
事異動の一環でしかない館長職では, 新井の理想が実現するのは難しい。
このような自立的組織を地方自治体の中で作るということは重要である反面, なかなか作
ることは難しい。その点は「社会教育法の第９条により「社会教育のための機関」と見なさ
れた博物館はその時点において運命づけられたといえる。筆者が問題にするのは, このよう
な位置づけが直接, 行政とかかわり合い, 本来は自由であるべきものが袋小路に追い込まれ,
飼育管理されて行くことを予感するからである（１巻44頁)」と, 今日の博物館が行政の一
部局に成り下がってしまうことを新井は既に危惧していた。残念ながら, 新井のこの危惧は
当たってしまっており, この通りの状況になってしまっている。そして「博物館が行政の末
端に位置づけられている場合, 上部組織からの指導は相当な重みがある。このような場合,
産業公害, 開発による自然環境破壊の展示は同時に出し難しいであろう。このような場合に
は博物館は正しい価値判断に基づく選択が迫られるのである。この前提条件として筆者は,
「博物館の自治」が緊急に確立されることを望むものである（１巻55頁)｡」まさにこの点は
後述する富山県立近代美術館の判例でもこの指摘がまちがいでなかったことを裏付けている。
桃山学院大学総合研究所紀要 第34巻第３号88
スミソニアンの原爆展にも見られるように, 博物館の展示に対して, 館外からの圧力がかか
る現実もあり, 博物館としての自立的組織の確立こそが必要である。では新井は「博物館の
自治」とは具体的にどのような制度を考えていたのであろうか。
新井は博物館を「｢資料のもつ情報を最もよい条件を整えて表現し市民に提示 (presenta-
tion) することにより, 思想（展示の目的, 意義, 価値等）を伝達 (communication) する機
関」であると思う。Education, Communication, Presentation のいづれにあったにせよ, 博物
館は人間の手になる人間の為にならなければならない機関である」としているのである。そ
の後続けて「そのために博物館にとってもっとも必要な条件は何であろうか。筆者は思う。
博物館が真に社会的役割を果たすためには, 博物館が博物館の意志によって行動できる条件,
それは「博物館の自治」の確立である（１巻62頁)」としている。
一方で残念ながら, その理想的な新井の博物館像が当たらなかった部分もある。それは
「博物館の運営と行政との関係は, 今後しだいに博物館の自主管理というか市民も含めた自
治の方向に移行していくのであろう（３巻376頁)」という点である。現在, 市民ボランティ
アが博物館運営に関わっていくことは盛んに行なわれているが, うまくいっている館もあれ
ば, なかなか難しい点もあり, 市民も含めた運営というのは理想ではあっても, 道のりは程
遠いといわざるを得ない。
そして新井は博物館について「博物館の扱う内容は深く, 文化や学術に根ざしており, そ
の研究教育活動は大学の理念と変わるところがない。したがって, 博物館は近い将来におい
て, 博物館の自主的管理, 運営が進み, 自治が認められるようになるであろう」(同上）と
している。この点から新井の「博物館の自治」論は大学における教授会自治, 学部自治に近
い考え方として捉えることができる。新井は当初, 秩父自然科学博物館の主任学芸員を経て,
埼玉大学の教員となっている。彼の経歴がこの「博物館の自治」という言葉を大学における
「学問の自由」から発想して作り上げたのではないだろうか。それは次の文章からも伺いえ
る｡「博物館は, その性格上, 大学に準するような自治, すなわち, 筆者の言う「博物館自
治」の下に運営され, 地域社会を構成する両極である管理母体（行政）にも利用母体（地域
住民）にも随時, 必要な情報, 資料等が提供できる機関になることを願うものである（４巻
212頁)｣。ただ日本においては「学問の自由」を保障する機関は大学を中心に考えてこられ
たため, 博物館がこの点とどのように関わるのかは曖昧な状態できている。新井も「学問の
自由」を保障する機関としての博物館というよりは博物館の活動を中心に据えて考えたため
に「学問の自由」という用語が使われていないのかもしれない。つまり館長をトップとし,
学芸員とともに博物館の専門職の集団の自立性, 自治を強く意識したがために, このような
表現になったのではないだろうか｡
この後, 博物館の世界では ｢博物館の自由｣ に関する論説は見られなくなっていく。
次に「博物館の自由」を考えるにあたって大きな問題となった富山県立近代美術館の裁判
例についてみてみることにしたい。
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３ 富山県立近代美術館の裁判
① 概 要
この裁判は1986年３月15日から富山県立近代美術館で開催された「’86年富山の美術」展
でアーティストの大浦信行氏の「遠近を抱えて」という作品が展示されたことから始まる。
この展覧会の開催中, 美術館の担当学芸員から大浦氏に対して作品購入の申し込みがあり,
この作品を含む４点を売却することに同意, またその他の作品を寄贈することも承諾した。
しかし, この展覧会を観覧した富山県議会議員２名が県議会でこの作品に対して「不快であ
る」と発言したことから, このことがマスコミを通じて報道され, 右翼団体が反対運動を起
こし, 問題となり, これに対して富山県側がとった対応から訴訟が起きた。
この事件の問題点は
Ⅰ この作品には昭和天皇の写真が使われ, その周りに古今東西の名画の裸婦が配された
コラージュの作品であったこと。
Ⅱ 美術館側はこのような動きに対して, この作家の作品を非公開にし, この作品を匿名
の個人に売却, 展覧会の図録も一切を焼却してしまったこと。
Ⅲ その理由としては作品および図録が天皇の肖像権・プライバシーの権利を侵害するお
それと, 右翼団体からの作品および図録の破壊や美術館職員への危害のおそれの下で県立美
術館が作品等を保管する限り管理運営上の障害が解消されないということ。
である。
これに対してアーティストの大浦氏が原告となり, 富山県に対して以下のような訴えを富
山地裁に起こした。
原告らは①憲法21条の「知る権利」によって, 作品および図録を鑑賞してもらう権利が,
同条と同26条の「教育を受ける権利」によっても作品を鑑賞してもらう権利が保障されてい
るとし, 図書館の自由に準拠した美術館の独立性・自由には制約があり, 県立美術館の非公
開措置等はその制約を逸脱すると主張した。
これに対して被告は原告の主張する権利は憲法上の権利ではなく, 単なる反射的利益に過
ぎず, 作品の購入から保管, 処分, 図録の製作・処分まで美術館職員の専門的判断に委ねら
れており, 非公開などの一連の措置は美術館の裁量の範囲内であると主張した。
② 判 決
Ⅰ 富山地裁 平成10年12月16日判決（平成８年(ワ)第242号）
本判決で富山地裁は本件の表現の自由や知る権利に対しての理解を示しており, この判決
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では「博物館（美術館）の自由」に対して一定の理論的進捗がある可能性があったが,「ま
さに美術館の専門的判断の限界が問題であるにも拘らず, 美術館の専門的判断を尊重する意
味にあいまいさを残した」とされ,「原告の主張する美術館の自由が, すでに定着した観の
ある図書館の自由に類似するものとして理解されたために美術館に相応しい専門的判断によ
る裁量の範囲を狭めたことも, 本判決に美術館の自由の考察を取らせなかった一つの理由だ
と考える」という評価となった2)。
Ⅱ 名古屋高裁金沢支部 平成12月２月16日判決 (平成11年(ネ)第17号)
その後, 名古屋高裁金沢支部第一部は原審の富山県敗訴部分を取り消す判決を出し, 作品
鑑賞に知る権利の保障が働くかどうかを判断することなく, 特別観覧制度を定めた条例は
「美術館の解説趣旨やその規定の仕方, 内容に照らしても憲法21条が保障する「知る権利」
を具体化する趣旨の規定とまで解することは困難とし, 特別観覧は地方自治法第244条第１
項の公の施設の利用にあたるとした。そして美術館が所蔵作品を「一般公衆の利用に供する」
機能は国民の知る権利を保障する重要性を持つものではなく,「できるだけ公開して住民へ
の便宜を図るよう努める｣ レベルのものであるとしているのである。この判決は博物館の日
本における存在の軽さを表しているとともに, 博物館にかかわる人間の真剣さとは裏腹に国
民はまず作品の展示公開が博物館法にも規定された「一般公衆の利用に供する」という重要
な機能が ｢できるだけ公開して, 便宜を図るよう努める｣ というような程度でしかないので
あろうか。博物館学では博物館は生涯学習施設として, 教育的配慮のもとに行われ, これら
の事業は行われているはずである。博物館法は憲法26条の教育権を根拠に教育基本法 社会
教育法 博物館法と共に ｢知る権利｣ を保障するという法体系で成り立っているはずである。
しかし, 高裁で出された判決は博物館の存在意義自体を下げ, 更に知る権利を保障する為に
存在していることを否定した｡ この判決は博物館の存在自体を矮小化するもの以外何物でも
ないのではないだろうか。
Ⅲ 最高裁 第２小法廷 平成12年10月27日 上告棄却
高裁の判断を支持。２審の名古屋高裁の判決が確定する。
４ 「博物館の自由」をどのように考えるか？
「博物館（美術館）の自由」という用語は「図書館の自由」にならって作られた言葉であ
ろうが, 結局, 図書館側が半世紀以上かけて,「図書館の自由」の中身を議論し, 実践して
きた歴史を持つのに対して,「博物館の自由」はそもそも言葉も十分に浸透していない状態
であり, その中身に対しては新井重三の他に伊藤寿郎などの博物館学研究者が多少, 扱った
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2) 池端忠司 ｢美術館における作品鑑賞権・図録閲覧権と政府言論の統制｣ 『ジュリスト』 No. 1152
1999.3.15. pp162pp164.
程度である3)。先述の第一審判決では判決では知る権利や表現の自由に理解を示し, 肯定的
に捉えている。そして「博物館（美術館）の自由」も「すでに定着した観のある図書館の自
由に類似したものとして理解された｣ と評されるほどに図書館側は確立してきているのであ
る。その点から言えば, 現在のわれわれ博物館側の人間が「博物館の自由」を考えるにはま
ずは「定着した観のある」この「図書館の自由」を手がかりに考えていくしか方法がない｡
「図書館の自由」とは住民の「知る権利」を前提に図書館界の努力において結実した結晶で
あり, 日本図書館協会が1954年の全国図書館大会において採択し, その後の79年に改訂版を
経て, 採択されたものである。この「図書館の自由に関する宣言」は①資料収集の自由を有
する, ②資料提供の自由を有する, ③利用者の秘密を厳守する, の３点である。これについ
て稗貫は「この宣言自体は, もちろん, たとえば, 新聞倫理綱領, 各種放送基準などと同じ
く, それ自体に法規範性があるわけではない」としながらも,「公立図書館の一定の自立的
権限として, 実定法のうちに確保しうるものなのである」としている。つまり図書館条例に
①と②に関して館長の権限が明記され, ③についても「住民の一人ひとりがどのような資料
を借り, どのような資料を読んでいるという個人の内面的領域にかかわるプライバシー情報
を秘密として保護する法的根拠が与えられる, としている。
では ｢博物館の自由｣ はどうだろうか。館蔵の博物館資料や借用資料について, 選択時に
それらを取捨することはその美術館なり, 博物館の学芸員の判断である。この点は図書館と
違い, 常に資料の選択が行われるのが博物館であり, それを行うのが学芸員なのである｡ ゆ
えに学芸員の選択の判断というものは非常に重い｡ それは博物館資料と国民との間に立つ存
在であることを思えば当然である｡ しかし今回の事例では一旦展示し, カタログまで作った
にも係わらず, 反対意見があったため撤去し, 住民の ｢知る権利｣ の道筋を閉ざしてしまっ
たのである。右翼の圧力に屈したのであれば館の存在意義自体にまで及ぶ問題である。学芸
員とは単に資格を持っているというだけではなく, 展覧会などを開催するための十分な専門
性を持った重要な役割を果たす人で, 専門的な判断ができる人でなければ勤まらない仕事で
あり, それによって尊重されるべき存在であることが理解されていない。ここでは学芸員の
判断と富山県（教育委員会）という行政の中での判断で, どのような摩擦があったのかは不
明だが, 学芸員の資料（作品）に対する専門的判断がいかように扱われたのか, という問題
がある。
この富山県立近代美術館の事件では, 明らかに学芸員の専門的判断が無視されている｡ し
かしこれでは博物館 (美術館) の存在の意味が無くなる｡ 博物館は設立される理由 使命
を持った機関なのである｡ それゆえに博物館の使命を果たす為には学芸員の専門性 (特に資
料に対する) とその判断が尊重されることが必要であり, それによって博物館の事業を進め
ていくことが ｢博物館の自由｣ となり, ｢知る権利｣ を保障することになるのである｡
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3) 伊藤寿郎 ｢＜博物館法は“博物館の自由”を保障する＞｣ 『博物館研究』 Vol. 17 NO. 1 (NO. 164)
1982.1.25. pp25pp26 など.
また「博物館の自由」とは博物館資料へアクセスする国民一人一人への政治的配慮とも無
縁ではありえない。たとえばロンドン博物館などは「ロンドン」という町に住む多様な人間,
ロンドンに住みつくようになってから歴史の浅い人たち, たとえば黒人などの少数の人たち
への政治的配慮というのは当然ある｡ それゆえに「展示」という事業にも博物館の見識が問
われる｡ それが必ずしも政治的な問題になる事ばかりとは限らない。常に博物館が政治とは
無縁ではありえないが, 政治との摩擦を恐れてもならない, ということは ｢博物館の自由｣
の中にある。スミソニアンの原爆展のような政治の問題がある一方, 基本的人権等への政治
的配慮も必要なことがある。
結局富山県立近代美術館の事件から得られたことは博物館（美術館）が県からは独立した
存在たりえるか, ということである｡ つまり国民が「知る権利」を行使する時, 博物館が,
そして学芸員が自分の所属する行政から国民を守れるか, ということ 博物館の国家・地方
自治体からの自由 である。この点は図書館に比べて博物館はその意識がうすく, 特に日本
においてはこれまで多少議論してきた程度でしかない｡ しかし近年になってアメリカでは
｢博物館の自由｣ を守る例が増えてきている。憲法学者の奥平康弘氏の一連の連載4) でも紹
介されているように, ブルックリン美術館やホイットニー美術館が自治体や創立者の一族か
らの圧力を撥ね退け, 当初の計画通りに展覧会を開催し, 終了させている。このような例を
みていると「博物館の自由」とは博物館の学芸員が真摯に学芸員としての使命を果たすこと
と, そしてそれを理解する社会の深度ではないかという気がしてならない。
現在, 日本の博物館制度について, 博物館法改正後も議論されている。筆者は今回文部科
学省が行った法改正の議論には問題を感じている。なぜなら改正の論点をみてみるとこれま
での博物館法が規定していた内容から, 少なくともその項目は変わっていないからである。
つまり現行博物館法の考え方の範囲を越えるものではなく, いわば消極的改正でしかないと
感じるからである。一方で筆者はこれまで博物館と法の関係, 博物館法に何を規定するべき
かを話しあい, 博物館法自体の積極的な改正をするべきであると考えてきたし, 書けるとこ
ろ, 話せるところではしてきたつもりである。今回の本稿では博物館と法の問題において,
新たに議論すべき問題として, 博物館の公益性を訴える為にもこの「博物館の自由」を提起
したいと思う。しかし, この「博物館の自由」が博物館法の中に必ずしも入れる必要はない
かもしれない, とも思っている。なぜなら「法」とは国会などの立法機関だけでつくられた
ものだけではないからである。実際, 今回の「博物館の自由」とは切っても切れない関係と
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５ お わ り に
「博物館の自由」と日本の博物館の将来ために
4) 奥平康弘 ｢法と人文科学 “自由”と不連続関係の文化と“自由”と折合いをつけることが求めら
れる文化 最近の美術館運営問題を素材にして｣ (上)(中)(下) 『法学セミナー』 NO.547～549
2000.
なった「図書館の自由」も図書館法に規定されているものではなく, 日本図書館協会が出し
た宣言文に出てくるものなのである。そして日本図書館協会の中で, さまざまな人間が関わ
りあってつくり, それを図書館人たちが実質的に保障されるものであるように努力してきた
から, 今日の実質的な「図書館の自由」が存在し,「法」としてもあるのである。ゆえに50
年以上も遅れた「博物館の自由」ではあるが, ここで提起し, 博物館学関係の学会であるの
か, 日本博物館協会であるのかは分からないが, 博物館全体の話としてこの議論を始めてい
くことを提起したいと思う。
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Taking a Closer Look at Dr. Juzo Arai’s Theory of Museums
and Intellectual Freedom in Museums
Satoshi INOUE
Present Japan is confronted with a grave economic crisis. Museums are being forced to stream-
line their management under pressure from the economic situation affecting Japanese society
overall. But the legal system for museums in Japan is not prepared for optimal management of
museums. What is needed is an open discussion on implementing a new system under the con-
cept of “intellectual freedom” in museums. This paper will examine this concept by looking at
two key themes.
One of these is Dr. Juzo Arai’s theory of museum studies. The other is the legal case of the
Museum of Modern Art, Toyama. In his theses, Dr. Arai emphasized the importance of self-
governed organization by gakugeiin ( Japanese Curator) of local museums. This suggestion was
indeed used as factual evidence in the legal case of the Museum of Modern Art, Toyama (1986).
In Japan’s present museum system, little attention is given to the opinions of gakugeiin, creat-
ing the need to organize independently from local governments. The concept of “intellectual
freedom” in museums must be discussed as a first step toward revising the Museum Act in Japan.
